
１　「第４次秋田市地域福祉計画の令和２年度取組状況および令和３年度取組予定」について（一覧）

取組 取組の方向 令和２年度の取組状況 令和３年度の取組予定
自己評

価

福祉教育
の推進
(1-1-1)

学校や地域の実情に応じて、障が
い者や高齢者、幼児等との交流や
体験的な活動を取り入れた小・中学
生の福祉教育の一層の充実に努め
ます。

「秋田市学校教育の重点」の関連
する内容の周知や教職員研修会
などを通して、障がいの有無にか
かわらず、子どもたちが相互理解
を深め、共に生きていこうとする態
度をはぐくむ学習の推進に努めま
した。

学校訪問による指導や教職員研
修会を通して、障がいの有無にか
かわらず、子どもたちが相互理解
を深め、共に生きていこうとする態
度をはぐくむ「交流及び共同学習」
の充実を図ります。

Ｂ

家族や地
域の絆づ
くりの推
進
(1-1-2)

絆を大切にする気運の醸成に向け
た施策、事業を展開することにより、
家族や地域、人と人との絆づくりの
大切さについて一層の浸透を図り、
地域福祉を担う市民の意識向上を
目指します。

市内小学校１９校で「絆の学習」を
開催し、家族や地域の絆づくりの
大切さについて意識の浸透を図り
ました。
また、新型コロナウイルス感染症
予防対策のため、「絆映画上映
会」は入場者を減らして開催すると
ともに、「絆のコンサート」について
は、市内中学校３校および市内高
校２校の吹奏学部の演奏をオンラ
イン配信する方法に変更して開催
し、絆づくりの大切さについて広く
市民にPRし、意識の醸成に取り組
みました。

市内小学校２５校で「絆の学習」を
開催し、引き続き家族や地域の絆
づくりについて意識の浸透を図り
ます。
また、「絆のコンサート」を引き続き
オンライン配信するとともに、新た
に人と人とのつながりの大切さを
写真で表現した「絆のフォトコンテ
スト」や町内会などを対象とした
「絆の出張講座」を開催し、家族や
地域に絆の大切さをPRし、広く市
民の意識の醸成に取り組みます。

Ａ

男女共生
社会の推
進
(1-1-3)

誰もが多様性を認め合い、一人ひと
りが個性や能力を十分に発揮でき
る男女共生社会に向け、市民の意
識啓発および実践的取組を進めま
す。
【指標】男は外で働き、女は家庭を
守るべきであるという考え方
反対派47.8％（2016年度・平成28年
度）→反対派56.0％（2020年度）

男女共同参画週間や「女性も男性
も活躍推進！In松下」等のイベント
時などにパネルを展示し、「第５次
男女共生社会への市民行動計
画」を周知したほか、「ウーマン
ワーク・ラボ」「女性も男性も活躍
推進！講演会」を、オンラインなど
も活用しながら開催し、仕事と家
庭生活の両立や誰もが個性や能
力を発揮できる環境づくりを一層
推進しました。
また、各種講座についてもオンライ
ンを活用し開催したほか、ネット
ワークニュースなどを発行すること
で情報を発信するなど、男女共生
意識の一層の浸透を図りました。

パネル展等により「第５次男女共
生社会への市民行動計画」を周知
するほか、「女性も男性も活躍推
進フェスタ」「ウーマンワーク・ラボ」
を開催し、仕事と家庭生活の両立
および個性や能力を発揮できる環
境づくりを一層推進します。
また、令和４年度に策定する「第６
次秋田市男女共生社会への市民
行動計画」の基礎資料とするため
の市民意識調査を実施するととも
に、各種講座やネットワークニュー
スなどの情報発信を行い、誰もが
個性や能力を十分に発揮できる多
様性を認め合う男女共生意識の
一層の浸透を図ります。

Ａ

エイジフレ
ンドリーシ
ティの推
進
(1-1-4)

市民一人ひとりがエイジフレンドリー
シティの理念を理解し、高齢者が能
力や経験、知識を十分に発揮でき
る高齢者にやさしい社会の確立を
目指し、市民の意識啓発、市民活
動の推進を図るとともに、行政、市
民、民間事業者の三者協働による
地域課題解決を推進します。
【指標】カレッジにおけるエイジフレ
ンドリーシティの認知度
70％（2017年度・平成29年度）→
100％（2023年度）

市民の意識啓発のためエイジフレ
ンドリーシティカレッジを開催した
ほか、秋田市エイジフレンドリーシ
ティ通信を全戸配布し、広く情報発
信しました。
また、高齢者の身近な楽しみと外
出の機会を増やすとともに普及啓
発するため、シニア映画祭を開催
しました。
加えて、アクティブシニアの新たな
社会参加の場を創出するため、官
民一体でシニア情報ポータルサイ
トを構築しました。
【実績】カレッジにおけるエイジフレ
ンドリーシティの認知度　65.8％

第２次エイジフレンドリーシティ行
動計画を検証し、第３次行動計画
を策定します。
また、市民の意識啓発や超高齢
社会について学ぶ機会を設けるた
め、エイジフレンドリーシティカレッ
ジを開催するほか、エイジフレンド
リーシティ通信の全戸配布や
Facebook等ＳＮＳを活用し、広く情
報発信を行います。
加えて、エイジフレンドリーのさら
なる周知を図るため、シンボル
マークをデザインした普及啓発物
を作成するほか、高齢者の身近な
楽しみと外出の機会を増やすため
シニア映画祭を開催します。

Ｂ
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１　「第４次秋田市地域福祉計画の令和２年度取組状況および令和３年度取組予定」について（一覧）

取組 取組の方向 令和２年度の取組状況 令和３年度の取組予定
自己評

価

エイジフレ
ンドリーシ
ティパート
ナーづくり
推進事業
(1-1-5)

市と連携して高齢者や障がい者な
どにやさしい取組を継続的に行う事
業者・団体等を市の「エイジフレンド
リーパートナー」として登録し、継続
して問題解決に取り組むことによ
り、誰もが生涯を通じて地域社会で
いきいきと過ごすことができるまち
づくりを推進します。
【指標】登録事業所数
90事業所（2017年度・平成29年度）
→180事業所（2020年度）

高齢者にやさしい地域社会づくり
の推進のため、ビジネスを通した
地域課題の解決について学ぶとと
もに、パートナーの取組事例の共
有によりパートナー同士の連携を
深める研修会を開催しました。ま
た、パートナー事業者を対象とした
認知症サポーター養成講座を開
催したほか、エイジフレンドリー
パートナーＰＲポスターや市政テレ
ビ番組等を活用し、事業のＰＲ強
化を図りました。
【実績】登録事業所数
112事業所

高齢者にやさしい地域社会づくり
の推進のため、ビジネスを通した
地域課題の解決について学ぶとと
もに、パートナー同士の連携強化
を図る研修会を開催します。また、
パートナー事業者を対象とした認
知症サポーター養成講座を開催
するほか、ホームページや広報あ
きた、ＳＮＳなどを活用したＰＲ活
動を強化し、登録事業者の増加を
図ります。

Ｂ

老人保健
福祉月間
の推進
(1-1-6)

世代を超えて市民一人ひとりが高
齢者を敬うとともに、高齢社会を身
近なものとして理解し、考える機会
をつくります。

市内の小学生から標語を募集す
ることで、高齢社会を身近なものと
して考える機会を設けました。

市内の小学生から標語を募集す
ることで、高齢社会を身近なものと
して考える機会を設けます。

Ｂ

民生委
員・児童
委員活動
の推進
(1-2-1)

民生委員・児童委員が、地域社会
において住民の立場に立ち、行政
や関係機関との橋渡しや地域団体
との連携を進めながら活動できるよ
う、民生委員・児童委員の研修や民
生児童委員協議会に対して支援し
ます。

民生委員・児童委員合同研修会お
よび各地区のブロック研修会につ
いては、新型コロナ感染症予防対
策のため、地区会長によるブロッ
ク情報交換会など代替の取組を実
施しました。
また、令和３年度の飯島南地区民
児協設立のため、関係規則を改正
するとともに、必要な予算を確保し
ました。

秋田市民生児童委員協議会に対
して、感染症予防対策を図った研
修を支援するとともに、飯島南地
区民児協の設立を支援します。

Ｂ

地域保健
推進員活
動の推進
(1-2-2)

地域保健推進員が地域の実情に応
じて開催する健康教室等に保健師
や栄養士、歯科衛生士を派遣し、市
民の自主的な健康づくり活動を支
援します。また、活動事業補助金を
交付し、活動の促進を図ります。

地域保健推進員は、、自主的な地
域の健康づくり活動に取り組んで
おり、市内40地区1,324人の推進
員が活動しています。R2年度は、
新型コロナ感染症の影響により、
事業の縮小等がありましたが、保
健師や栄養士、歯科衛生士等を
派遣し、その活動を支援しました。
また、活動事業補助金を交付し、
活動の促進を図りました。

市内各地区に設置されている地域
保健推進員会が、地域の実情に
応じた自主的な健康づくり活動が
継続できるよう、新型コロナ感染症
予防対策を講じながら、保健師等
が活動の支援をしていきます。ま
た、推進員活動に対して補助金を
交付し、活動の促進を図ります。

Ｂ

福祉ボラ
ンティア活
動の促進
(1-2-3)

秋田市社会福祉協議会が運営して
いる秋田市ボランティアセンターに
おいて、相談、援助、登録、紹介の
ほか、講座開催など、ボランティア
への市民理解を促進するとともに、
学生や高齢者など誰でもボランティ
ア活動に参加できる機会の充実を
図ります。また、冬期間の除雪ボラ
ンティアの促進や災害時のボラン
ティア活動の体制づくりを行うなど、
ボランティアセンター機能の強化を
図ります。

秋田市社会福祉協議会へ委託し
ている秋田市ボランティアセンター
において、福祉ボランティアの登
録・紹介・調整・相談のほか、ボラ
ンティア養成講座、ボランティア活
動の啓発・広報活動等を行いまし
た。また、冬期は除雪ボランティア
活動の啓発、広報活動を行いまし
た。

引き続き、福祉ボランティアの登
録・紹介・調整・相談のほか、ボラ
ンティア養成講座、ボランティア活
動の啓発・広報活動等を行いま
す。また、冬期は除雪ボランティア
活動の啓発、広報活動を行いま
す。

Ｂ
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１　「第４次秋田市地域福祉計画の令和２年度取組状況および令和３年度取組予定」について（一覧）

取組 取組の方向 令和２年度の取組状況 令和３年度の取組予定
自己評

価

市民活動
の促進
(1-2-4)

市民活動団体の育成および支援を
行う「市民交流サロン」に配置してい
る市民活動アドバイザーによる相談
業務や情報提供、市民活動の啓
発・支援事業などを展開し、市民活
動への参加機会の拡充を図りま
す。
【指標】市民活動団体による市民交
流サロン内での活動件数
637件（2017年度・平成29年度）→
693件（2019年度）

市民交流サロンを会場とした講座
を開催し、施設の機能や市民活動
アドザイザーを知ってもらうきっか
けをつくり、新たな利用者を増やし
ました。
【指標】市民活動団体による市民
交流サロン内での活動件数　５11
件→

引き続き、市民活動アドバイザー
による相談業務や情報提供、市民
活動の啓発・支援事業などを展開
し、市民活動への参加機会の拡充
を図ります。
【指標】市民交流サロンの講座参
加者数　３４９人（令和元年度）→
３４９人（令和７年度）

Ｂ

地域活動
の担い手
育成の支
援
(1-2-5)

町内会・自治会等地域活動に取り
組む住民同士が交流し、情報交換
できる場を提供し、地域活動の担い
手育成を支援します。また、おおむ
ね就任１～３年目の町内会長等を
対象として、情報交換や意見交換を
行う地域活動座談会を開催し、地域
活動の担い手の育成を図ります。
さらに、各地区の地域福祉を推進す
る団体の長を集めた連絡会の開催
などで、地域福祉の普及啓発や地
域福祉活動の実践事例の紹介によ
り地域福祉活動の促進を図ります。

　就任１～３年目の町内会長や町
内会役員などを対象に、防災を
テーマにした地域活動座談会等を
開催し、意見交換や情報共有など
を行いました。
　また、町内会や地域活動に取り
組む住民同士が情報交換できる
場を提供し、地域間の連携や担い
手育成を目的とした地域福祉推進
関係者連絡会や地域活動座談会
を、より住民に身近な市民サービ
スセンターで開催しました。

　引き続き、各地域毎に、おおむ
ね就任１～３年目の町内会長や町
内会役員などを対象として、地域
活動座談会を開催し、地域活動の
担い手の育成を図ります。
　また、地域福祉推進関係者連絡
会や地域活動座談会を、市民
サービスセンターで開催します。

Ｂ

認知症サ
ポーター
の養成
(1-2-6)

小・中学生などの若年層や、民間事
業者、地域住民などを対象に養成
講座を開催することで、認知症を理
解し、認知症の人や家族を見守り・
支援する認知症サポーターの幅広
い養成に努めます。
【指標】認知症サポーター養成講座
受講者数
2,756人（2017年度・平成29年度）→
3,800人（2020年度）

キャラバンメイト養成研修のほか、
認知症サポーターのステップアッ
プ研修を開催しました。また、小・
中学校でのサポーター養成講座
の開催を増やすため、認知症地域
支援推進員が小学校等に働きか
けをおこないました。
【実績】認知症サポーター養成講
座受講者数　1,100人

キャラバンメイト養成研修のほか、
認知症サポーターのステップアッ
プ研修を開催します。また、認知
症地域支援推進員等と連携し、小
中学校や関係機関に働きかけを
行います。新型コロナウイルス感
染症の影響で認知症サポーター
の養成数が伸び悩んだことから、
Zoom等を活用した講座の実施を
検討します。

Ｂ

高齢者生
活支援体
制整備事
業の推進
(1-2-7)

元気な高齢者などの地域住民が、
支援を必要とする高齢者を支える
担い手として活動する体制づくりの
ため、研修会の開催や、介護サー
ビス事業者以外によるサービスの
受け皿づくりに取り組みます。
【指標】サービスの担い手養成研修
への参加者
新規取組のため実績値なし→60人
（2020年度）

第１層・第２層の全域（18か所）に
生活支援コーディネーターと協議
体を配置し、担い手発掘のための
アンケートやワークショップ、研修
会等を行いました。また、高齢者
が地域に必要とされる多様なサー
ビスの担い手となるよう働きかけ
や支援を行いました。
【実績】サービス担い手養成研修
（生活援助従事者研修）への参加
33人

第１層・第２層の全域（18か所）に
生活支援コーディネーターと協議
体を配置し、担い手発掘のための
ワークショップ等を行います。ま
た、高齢者が地域に必要とされる
多様なサービスの担い手となるよ
う働きかけや支援を行います。

Ｂ

介護支援
ボランティ
アの推進
(1-2-8)

元気な高齢者が行うボランティア活
動を推進することで、本人の健康増
進や介護予防、社会参加や地域貢
献を通じた生きがいづくりを促進し、
高齢者の元気でいきいきとした生活
の実現を目指します。
【指標】年間延べ活動者数
3,247人（2017年度・平成29年度）→
4,500人（2020年度）

ボランティア活動をするかたに対
する登録講習会を実施したほか、
広報やホームページ等で制度の
周知に努めました。
また、受入施設数の増加を図るこ
とで、ボランティア登録者の活動の
場を広げました。
【実績】年間延べ活動者数
1,390人

元気な高齢者が行うボランティア
活動を推進することで、本人の健
康増進や介護予防、社会参加や
地域貢献を通じた生きがいづくり
を促進し、高齢者の元気でいきい
きとした生活の実現を目指します。

Ｂ
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１　「第４次秋田市地域福祉計画の令和２年度取組状況および令和３年度取組予定」について（一覧）

取組 取組の方向 令和２年度の取組状況 令和３年度の取組予定
自己評

価

傾聴ボラ
ンティア養
成事業の
推進
(1-2-9)

地域に暮らす中高年者が傾聴ボラ
ンティアとして高齢者を支え合う仕
組みを作り、高齢者の孤立防止を
図るとともに、高齢者自身の介護予
防、生きがいづくり・地域貢献を促
進します。
【指標】ボランティア活動者数
12人（2017年度・平成29年度）→20
人（2020年度）

新型コロナウイルス感染症の感染
防止のため、中止。

事業廃止 ※

生涯学習
（社会参
加活動）
の推進
(1-2-10)

地域に住む高齢者同士の交流の促
進と、生きがいのある豊かな生活を
送るための学習機会を提供するとと
もに、学習成果を地域社会の活性
化につなげていくよう社会参加活動
を推進します。
【指標】高齢者教育事業参加者数
実績値8,081人（2017年度・平成29
年度）→目標値9,100人
（2020年度）

新型コロナウイルス感染症予防対
策により事業の中止や縮小をした
ため、参加者数が大幅に減少した
が、各地域において、健康や交通
安全など様々な分野について学び
ながら、高齢者相互の親睦を図っ
た。
【令和２年度実績】高齢者教育事
業参加者数4,116人

高齢者が楽しく学び、仲間づくりに
もつながる「学び」の機会と学習の
成果を発表する機会の充実に努
める。

Ｂ

老人クラ
ブ活動の
活性化
(1-2-11)

老人クラブが自主的に行う社会奉
仕活動や地域交流活動などを支援
し、生きがいづくりと健康づくりを促
進します。
【指標】新規クラブ数
１団体、100人（2017年度・平成29年
度）→２団体、60人（2020年度）

老人クラブが自主的に行う社会奉
仕活動や地域交流活動などを支
援しました。また、ホームページな
どで、老人クラブの加入促進に努
めました。
【実績】新規クラブ数　0団体、0人

新型コロナウイルス感染症の拡大
防止に努めながら、市老人クラブ
連合会が主催するスポーツ大会
等に職員が出向き、活動を支援し
ます。また、ホームページなどで、
老人クラブの加入促進に努めま
す。

Ｂ

障がい者
の社会参
加の促進
(1-2-12)

障がい者の自立と社会参加を図る
ため、障がい者団体自らが行う事業
の自主的な運営を支援します。ま
た、市民活動団体が企画する、障
がいのある方の社会参加や交流を
促進する取組を支援します。

秋田市身体障害者協会が実施す
る事業活動に対して、補助金を交
付し、障がい者スポーツ大会等を
支援しました。また、自動車運転
免許取得費および自動車改造費
を助成しました。

引き続き、障がい者団体への助成
を継続します。また、障がい者の
社会参加を促進するための支援を
行います。

Ａ

障がい者
相談員の
設置
(1-2-13)

相談員を適切な時期に委嘱し、相
談環境の整備を目指します。
相談員研修会を実施し、個々の相
談員の技能の向上を通して、障が
い者福祉の増進に寄与できるよう
努めます。

身体障害者相談員28名、知的障
害者相談員5名で同じ境遇の障が
い者等からの相談に応じました。
また、障がい者をとりまく現状や障
がい福祉サービスの理解を深める
ために、相談員研修会を１回実施
しました。

引き続き、身体障害者相談員、知
的障害者相談員により、同じ境遇
の障がい者等からの相談に応じる
とともに、相談員研修会を実施し
ます。

Ａ

市民サー
ビスセン
ターにお
ける世代
間交流事
業の推進
(2-3-1)

子どもが高齢者とふれあう機会とな
る事業を引き続き実施し、高齢者の
人生経験と豊富な知識等を社会に
還元するとともに、地域社会の連帯
意識の高揚を図ります。
【指標】世代間交流事業参加者数
実績値1,154人（2017年度・平成29
年度)→目標値1,500人(2020年度）

新型コロナウイルス感染症予防対
策により事業の中止や縮小をした
ため、参加者数が大幅に減少した
が、事業の実施により、子どもは
昔遊び等をとおして伝統に触れる
機会となり、高齢者は自らの知恵
や経験を伝える機会となり、お互
いの学び合いや新しい価値観を見
いだすための一助とすることがで
きた。
【令和２年度実績】世代間交流事
業参加者数651人

各地域において子どもと高齢者が
交流する機会となる世代間交流事
業の実施および高齢者が長年
培ってきた能力を生かす機会の提
供に努める。

Ｂ
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１　「第４次秋田市地域福祉計画の令和２年度取組状況および令和３年度取組予定」について（一覧）

取組 取組の方向 令和２年度の取組状況 令和３年度の取組予定
自己評

価

市民ス
ポーツの
振興
(2-3-2)

市民一人ひとりのライフステージに
おいて、誰でも気軽に健康や生きが
いづくりに取り組めるよう、市民ニー
ズに応じた各種スポーツ教室や市
民総参加型のスポーツイベントを開
催するなど、スポーツ活動の機会の
提供に努めます。

第３次スポーツ振興マスタープラン
に基づき、子どもから高齢者まで
誰でも気軽に参加できるスポーツ
教室や市民総参加型のスポーツ
イベント等を開催し、市民が生涯
にわたりスポーツに親しむことがで
きる環境づくりに努めました。（新
型コロナウイルス感染症の影響に
より、一部イベントを中止。）
また、障がい者スポーツの体験イ
ベント「パラスポーツフェスタ」を開
催し、障がい者のスポーツによる
社会参加の促進を図るとともに、
市民の障がい者スポーツに対する
理解を深めました。
さらに、学校体育施設の体育館や
グラウンドを開放し、地域住民の
交流機会を創出することにより、地
域の連帯感や活力の醸成に努め
ました。（新型コロナウイルス感染
症の影響により、一時中止。）

第３次スポーツ振興マスタープラン
に基づき、子どもから高齢者まで
誰でも気軽に参加できるスポーツ
教室や市民総参加型のスポーツ
イベント等を開催し、市民が生涯
にわたりスポーツに親しむことがで
きる環境づくりに努めます。
また、障がい者がよりスポーツに
親しむことができる環境を整備し、
スポーツによる社会参加の促進を
図ります。
さらに、学校体育施設の開放事業
を通じて、地域住民の交流機会を
創出することにより、地域の連帯
感や活力の醸成に努めます。

Ｂ

住民の支
え合いに
よるサー
ビスの実
施
(2-3-3)

元気な高齢者などの地域住民が、
支援を必要とする高齢者を支える
担い手となり、住民が集うサロンの
運営や声かけ、家事支援、外出支
援などのサービス提供を行う体制づ
くりを図ります。
【指標】訪問型サービスにおける住
民主体サービスの実施割合
新規取組のため実績なし→７％
（2020年度）

一部の地域で生活支援コーディ
ネーター・協議体委員を中心として
住民主体による訪問型サービスの
実施に向けて検討を行う等の動き
があったものの、体制づくりには至
りませんでした。
【実績】訪問型サービスにおける住
民主体サービスの実施割合　実績
なし

住民主体による要支援者等向け
の生活支援サービス（訪問型サー
ビスＢ）の実施に向け、動きがある
地域の生活支援コーディネー
ター・協議体委員と連携しながら
実施に向けた課題の整理と必要
な支援について検討を進めます。

Ｂ

地域コミュ
ニティ活
動への支
援
(2-3-4)

地域課題の解決や個性ある地域づ
くりを進めるため、地域づくり交付金
による財政的支援等を行います。
【指標】地域づくり交付金交付件数
55件（2017年度・平成29年度）→65
件（2020年度）

新型コロナウイルス感染症の影響
により、申請数が減少したものの、
町内会や地区振興会等が取り組
む地域の課題解決や連携促進な
どの公益的な事業を支援しまし
た。
【指標】地域づくり交付金交付件数
32件

引き続き、地域づくり交付金による
財政的支援等を行っていくととも
に、先駆的な事業や各地域で取り
組みやすい事業を紹介しながら制
度の活用をさらに図っていきます。
【指標】地域づくり交付金交付件数
66件

Ｂ

自治活動
拠点の整
備
(2-3-5)

地域自治活動の拠点となるコミュニ
ティセンター等の整備・充実に努め
ます。老朽化した施設については、
地域住民が安心して利用できるよう
大規模改修を計画的に進めます。

・仁井田地区コミュニティセンター
が開館しました。
・下北手地区コミュニティセンター
がリニューアルして開館しました。
・上北手地区コミュニティセンター
の建替用地を取得しました。

上北手地区コミュニティセンター建
替用地の造成工事を行います。

Ａ

市民憲章
推進協議
会の活動
支援
(2-3-6)

明るく住みよいまちづくりを推進する
ため、市民が自主的に取り組む市
民憲章推進協議会の活動を支援し
ます。

明るく住みよいまちづくりを推進す
る市民憲章推進協議会に対し、事
業費補助金を交付するなど支援し
ました。また、住民活動賞の表彰、
緑化コンクールおよび児童生徒作
品コンクールの開催等の事業を支
援しました。

引き続き、明るく住みよいまちづく
りを推進する市民憲章推進協議会
に対し、事業費補助金を交付する
など支援します。また、住民活動
賞の表彰、緑化コンクール、児童
生徒作品コンクールの開催のほ
か、あいさつ運動等の事業を支援
します。

Ａ
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１　「第４次秋田市地域福祉計画の令和２年度取組状況および令和３年度取組予定」について（一覧）

取組 取組の方向 令和２年度の取組状況 令和３年度の取組予定
自己評

価

地域愛形
成事業
(2-3-7)

市民から事業の提案を募集し、市と
協力しながら事業を実施する仕組
みである地域愛形成事業を推進し、
引き続き市民が自分の住む地域に
愛着を持って、地域の課題を解決で
きる機会を拡充します。

市道の除草や清掃等による維持
管理（８事業）、駅トイレの清掃や
防犯巡回等による維持管理（２事
業）の計10事業を実施しました。

引き続き、市道の除草や清掃等に
よる維持管理（８事業）、駅トイレの
清掃や防犯巡回等による維持管
理（２事業）の計10事業を実施しま
す。

Ｂ

地域まち
づくり推進
事業
(2-3-8)

住民主体による地域のまちづくりを
進め、地域の活性化を目指します。
具体的には、市民サービスセンター
を拠点に、各地域づくり組織とセン
ターが中心となって、地域の課題や
特性について地域住民と一緒に考
え、市民協働による特色ある地域ま
ちづくりを実践します。

市民サービスセンターを拠点に、
各地域づくり組織とセンターが中
心となって、地域の課題や特性に
ついて地域住民と一緒に考え、住
民主体で特色ある地域まちづくり
を実践したほか、まちづくりの担い
手を育成する講座を開催した。

引き続き、市民サービスセンターを
拠点に、各地域づくり組織とセン
ターが中心となって、地域の課題
や特性について地域住民と一緒に
考え、住民主体で特色ある地域ま
ちづくりを実践するほか、まちづく
りの担い手の育成に取り組みま
す。

Ａ

社会福祉
協議会の
活動の支
援
(2-3-9)

本計画と秋田市社会福祉協議会が
策定する「地域福祉活動計画」との
連携を図り、計画に基づいて実施す
る社会福祉協議会の取組を支援す
ることにより地域福祉活動の推進を
図ります。

秋田市社会福祉協議会の活動の
うち、市が対象とした事業に要する
経費に対して補助金を交付しまし
た。また、同協議会が窓口として
取り扱っているボランティア活動保
険の保険料を、全部又は一部負
担しました。

引き続き、補助金の交付や、ボラ
ンティア活動保険料の負担を実施
します。

Ｂ

地域保
健・福祉
活動推進
事業
(2-3-10)

民間団体の行う先導的な事業のう
ち、高齢者、障がい者、児童等への
保健・福祉・医療活動で市民福祉の
向上に寄与する事業を支援し、地
域における保健福祉施策の推進を
図ります。

高齢者、障がい者、児童などへの
保険福祉活動を行う６団体に対し
て助成するとともに、活動への相
談や助言を実施しました。

引き続き、高齢者、障がい者、児
童などへの保険福祉活動を行う団
体に対して、助成するとともに、活
動への相談や助言を実施します。

Ｂ

親子のふ
れあい広
場事業
(2-3-11)

民生委員・児童委員、地区婦人会
など各地域の子育て支援者が開催
する「親子のつどい」や母親らが自
主的に開催している「育児サーク
ル」へ子育て相談員を派遣し、遊び
や育児指導、育児相談の実施、子
育て情報の提供などにより、地域主
導の子育て支援が充実するよう支
援します。

地域における子育て支援活動が
充実するよう、民生児童委員協議
会など、各地域の子育て支援者が
開催する「親子の集い」に14回、母
親らが自主開催している「育児
サークル」へ4回、子育て相談員や
利用者支援相談員の派遣を行
い、活動の支援に努めました。

地域における子育て支援活動が
充実するよう、引き続き「親子の集
い」や「育児サークル」に子育て相
談員や利用者支援相談員を派遣
し、育児指導や育児相談、子育て
情報の提供などを行い、活動を支
援します。

Ａ

敬老会補
助事業
(2-3-12)

長年にわたり郷土の発展に尽力さ
れた高齢者に敬愛と感謝の意を表
するとともに、高齢者と地域とのつ
ながりを支援します。

各地区の敬老会を主催する地区
社会福祉協議会に補助金を交付
し、高齢者と地域のつながりを支
援しました。

各地区の敬老会を主催する地区
社会福祉協議会に補助金を交付
し、高齢者と地域のつながりを支
援します。

Ｂ

高齢者等
の見守り
ネットワー
ク
(2-4-1)

見守りが必要な高齢者や障がい者
等が地域から疎遠になることを防ぐ
ため、秋田市社会福祉協議会が主
体となり、地区社会福祉協議会や
民生委員・児童委員、福祉協力員
等が連携した見守りネットワークの
強化・充実を図ります。

秋田市社会福祉協議会では、高
齢者宅を中心とした見守り活動
や、救急医療情報キット（安心キッ
ト）事業の実施など、見守りネット
ワークの充実を図りました。

引き続き、高齢者宅を中心とした
見守り活動や、救急医療情報キッ
ト（安心キット）事業の実施など、見
守りネットワークの充実を図りま
す。

Ｂ
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１　「第４次秋田市地域福祉計画の令和２年度取組状況および令和３年度取組予定」について（一覧）

取組 取組の方向 令和２年度の取組状況 令和３年度の取組予定
自己評

価

見守り
ネットワー
ク協議会
の開催
(2-4-2)

警察等関係機関との見守りネット
ワーク協議会を開催し、各機関間で
高齢者の消費者被害の動向や情報
を共有し、消費者トラブル防止対策
の協議に努めます。
【指標】協議会の毎年開催

他都市の状況について情報収集
するとともに、警察署や高齢者を
支援する関係機関と情報提供や
情報共有するなど連携を強化し、
高齢者の消費者トラブルの未然防
止を進めた。

高齢者を支援する関係機関や警
察署などと連携を強化し、高齢者
の消費者トラブルの未然防止を進
める。

Ｂ

民間企業
等との連
携による
見守り体
制構築
(2-4-3)

水道メーター検針業務の実施にあ
たって、受託事業者が不審者およ
び不審車両の通報、登下校時の子
どもの見守り活動、環境パトロール
を実施します。また、地域との連携
によるひとり暮らし高齢者の見回り
を実施します。

業務時間中において、登下校の子
どもの見守り活動、認知症サポー
ターとして高齢者の見回り活動を
行った。

前年度に引き続き、子どもの見守
り活動、高齢者の見回り活動を行
う。

Ｂ

認知症高
齢者など
の見守り
体制の構
築
(2-4-4)

認知症高齢者などを地域で見守る
仕組みづくりを推進するため、地域
住民や警察、認知症地域支援推進
員などが中心となった高齢者の見
守り体制づくりを進めるほか、見守
りが必要な認知症高齢者の事前登
録を行い、行方不明時の早期発見
と身元確認につなげます。また、ひ
とり暮らし高齢者や高齢者のみの
世帯などの孤立防止、異変の早期
発見を図るため、宅配事業者やライ
フライン事業者などの民間企業と協
定を締結し、民間企業が業務の範
囲内で見守りを実施します。
【指標】見守り協定締結件数
11件（2017年度・平成29年度）→20
件（2020年度）

警察署が中心となる見守りネット
ワークに参加したほか、認知症等
高齢者の事前登録を実施し、登録
情報を警察と共有しました。また、
宅配事業者等と締結した高齢者あ
んしん見守り協定により、見守りを
継続して行いました。
【実績】見守り協定締結権数　15件

警察署が中心となる見守りネット
ワークに参加するほか、認知症等
高齢者の事前登録を実施し、登録
情報を警察と共有します。また、宅
配事業者等と締結した高齢者あん
しん見守り協定により、見守りを継
続して行います。

Ｂ

認知症高
齢者の地
域生活へ
の支援
(2-4-5)

認知症地域支援推進員を地域包括
支援センターに配置するとともに、
認知症カフェの運営支援や、認知症
初期集中支援チームの円滑な運営
により、適切な時期に適切な医療、
介護サービスにつながるよう体制を
整備します。
【指標】
認知症地域支援推進員の配置数
９人（2017年度・平成29年度）→12
人（2020年度）
認知症初期集中支援チームの支援
終了後（モニタリング時）に何らかの
サービスにつながっている割合
新規取組のため実績なし→100％
（2020年度）

９地域包括支援センターに認知症
地域支援推進員を配置し、認知症
に関する相談体制を整備したほ
か、住民向け研修会の開催、認知
症カフェの支援など、認知症のか
たを介護サービス等に適切につな
ぐための様々な取組を行いまし
た。また、認知症初期集中支援
チームについて、地域包括支援セ
ンターなどの関係機関と連携し、
円滑な運営を行いました。
【実績】認知症地域支援推進員の
配置数　11人（市職員２人を含
む。）
認知症初期集中支援チームの支
援終了後に何らかのサービスにつ
ながっている割合　100％

９地域包括支援センターに認知症
地域支援推進員を配置し、認知症
に関する相談体制を整備するほ
か、住民向け研修会の開催、認知
症カフェの支援など、認知症のか
たを介護サービス等に適切につな
ぐための様々な取組を行います。
また、認知症初期集中支援チーム
について、地域包括支援センター
などの関係機関と連携し、円滑な
運営を行います。

Ｂ

子育て支
援ネット
ワーク事
業
(2-4-6)

市内の７地域で子育て支援者が連
携し、地域全体で子育て支援に取り
組み、子育て支援活動が充実する
よう、情報交換、交流機会の提供や
研修の開催などにより、地域子育て
支援ネットワークの活動を支援しま
す。

市内７地域の地域子育て支援ネッ
トワーク連絡会の代表者会議を開
催し、情報提供および情報交換を
行い、活動の支援に努めました。
また、連絡会委員を対象とした研
修会では「多様性の理解と共生社
会の形成」の演題で講演を行い、
子育て支援活動の充実を図りまし
た。

市内７地域の地域子育て支援ネッ
トワーク連絡会の子育て支援活動
が充実するよう、事務局である各
市民サービスセンター・子育て交
流ひろばと連携を図るとともに、各
地域子育て支援ネットワーク連絡
会の活動を支援します。

Ａ
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１　「第４次秋田市地域福祉計画の令和２年度取組状況および令和３年度取組予定」について（一覧）

取組 取組の方向 令和２年度の取組状況 令和３年度の取組予定
自己評

価

地域や関
係機関と
連携した
障がい者
支援の取
組
(2-4-7)

障がい児（者）にかかる福祉、医
療、教育又は雇用に関する関係機
関などの関係者で組織する秋田市
障がい者総合支援協議会では、地
域における障がい者への支援体制
についての課題に関する情報を共
有し、協議を行いながら、地域にお
ける障がい者を支える仕組みづくり
を推進していきます。また、障がい
者支援に関する具体的な内容は、
下部組織の各部会において協議を
行います。

秋田市障がい者総合支援協議会
を開催し、地域における障がい者
への支援体制についての課題に
関する情報を共有し、協議を行い
ました。また、課題の具体的な検
討については、協議会の下部組織
である各部会（相談支援部会、就
労部会、児童部会）で協議を行い
ました。

引き続き、秋田市障がい者総合支
援協議会および下部組織の各部
会において、課題に関する情報を
共有し、協議を行いながら、地域
における障がい児・者を支えるしく
みづくりを推進します。

Ａ

学校と地
域社会と
の連携
(2-4-8)

小・中学校では、交流活動や奉仕
活動などにより、特別支援学校や高
齢者福祉施設と連携を図ります。ま
た、伝統芸能の継承や農業体験な
どにより地域との交流を図るほか、
地域住民による、子どもの登下校時
の見守り活動やパトロール活動を
通じて、児童生徒の安全対策にお
ける連携を強化します。

児童生徒の互いに認め合い支え
合う心をはぐくむとともに、地域へ
の愛着と誇りを持てるよう、社会福
祉施設や特別支援学校等と連携
した取組のほか、地域貢献活動
や、学習活動における地域人材の
積極的な活用などに努め、郷土芸
能を学んだり、伝統行事に参加し
たりする体験活動の充実を図りま
す。
「秋田っ子まもるメール」を民間ク
ラウドを活用したしくみにリニュー
アルしたほか、地域全体で子ども
たちを見守る体制づくりのため、学
校、地域、警察、防犯協会等と連
携した危険箇所の合同点検を実
施し、安全確保の充実に努めまし
た。※スクールガード養成講習会
は、新型コロナウイルス感染症の
影響を考慮し自粛。

児童生徒の互いに認め合い支え
合う心をはぐくむとともに、地域へ
の愛着と誇りを持てるよう、社会福
祉施設や特別支援学校等と連携
した取組のほか、地域貢献活動
や、学習活動における地域人材の
積極的な活用などに努め、郷土芸
能を学んだり、伝統行事に参加し
たりする体験活動の充実を図りま
す。
「秋田っ子まもるメール」による情
報配信等により、ボランティア活動
の活性化に努めるほか、学校、地
域、警察、防犯協会等と連携した
合同点検などの取組を継続し、地
域全体で子どもたちを見守る体制
づくりの構築に努めます。

Ａ

地域包括
ケアの推
進
(2-4-9)

高齢者が住み慣れた地域や家庭で
安心して生活し続けることができる
よう、地域の中核機関として、地域
包括支援センターが医療関係者、
介護保険事業者、民生委員、社会
福祉協議会、ＮＰＯ、ボランティアな
どの関係機関と連携し、高齢者の
生活や健康を総合的に支えます。

各地域包括支援センターが担当
圏域ごとに地域ケア会議を開催
し、医師・歯科医師・薬剤師、リハ
ビリテーション職等の医療関係者
や、介護保険事業者、民生委員等
が連携し、地域の高齢者の実態や
課題等の解決に向け、検討を行い
ました。

各地域包括支援センターが担当
圏域ごとに地域ケア会議を開催
し、医師・歯科医師・薬剤師、リハ
ビリテーション職等の医療関係者
や、介護保険事業者、民生委員等
が連携し、地域の高齢者の実態や
課題等の解決に向け、検討を行い
ます。

Ｂ

地域包括
ケア会議
の充実
(2-4-10)

地域包括支援センターが主催する
地域ケア会議において、個別ケース
の検討を通じ、医療、介護などの多
職種協働による地域のネットワーク
構築や、地域のケアマネジャーのケ
アマネジメント力の向上、課題分析
の積み重ねによる地域課題の明確
化を図ります。
【指標】地域ケア会議の開催回数
（個別ケース・定期開催の計）
108回（2017年度・平成29年度）→
144回（2020年度）

地域包括支援センターが主催する
地域ケア会議において、多職種が
協働し、地域のケアマネジャーが
抱える個別ケースの検討を行うこ
とで、専門職同士のネットワークを
構築するとともに、ケアマネジャー
のケアマネジメント力の向上に努
めました。
【実績】地域ケア会議の開催回数
（個別ケース・定期開催の計）
108回

地域包括支援センターが主催する
地域ケア会議において、多職種が
協働し、地域のケアマネジャーが
抱える個別ケースの検討を行い、
専門職同士のネットワークを構築
するとともに、ケアマネジャーのケ
アマネジメント力の向上に努めま
す。

Ｂ
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１　「第４次秋田市地域福祉計画の令和２年度取組状況および令和３年度取組予定」について（一覧）

取組 取組の方向 令和２年度の取組状況 令和３年度の取組予定
自己評

価

高齢者福
祉の充実
（基本方
向）
(3-5-1)

高齢者プランに基づき、高齢者が自
分らしく生きがいをもって輝ける健
康長寿社会の実現を目指し、エイジ
フレンドリーシティの実現、地域包括
ケアの構築、在宅医療と介護連携
の推進、認知症施策の推進、生活
支援・介護予防サービスの充実、生
きがいづくりと社会参加の促進、介
護保険サービスの質と量の確保、
介護給付等に要する費用の適正化
に取り組みます。

（長寿福祉課）
高齢者が自分らしく生きがいをもっ
て輝ける健康長寿社会の実現を
目指し、高齢者プランに掲げる
様々な高齢者施策に取り組みまし
た。

（介護保険課）
第９次高齢者プラン（第７期介護保
険事業計画）に掲げた事業を着実
に推進し、介護保険事業の適正な
運営に努めました。

(長寿福祉課）
高齢者が自分らしく生きがいをもっ
て輝ける健康長寿社会の実現を
目指し、高齢者プランに掲げる
様々な高齢者施策に取り組みま
す。

（介護保険課）
第１０次高齢者プラン（第８期介護
保険事業計画）に掲げた事業を着
実に推進し、介護保険事業の適正
な運営に努めます。

Ａ

障がい者
福祉の充
実（基本
方向）
(3-5-2)

障がい者プランに基づき、「誰もが
人格と個性を尊重し相互に支え合
い共生する社会の実現」のため、障
がいのある方の権利擁護や意思疎
通支援、地域生活支援の充実、自
立と社会参加の促進に取り組みま
す。

第５次障がい者プランの前年度の
取組状況について、社会福祉審議
会障がい者専門分科会で報告し、
その審議結果を反映しながら各種
施策を推進しました。

引き続き、社会福祉審議会障がい
者専門分科会における審議結果
を反映しながら、第５次障がい者
プランに基づいた各種施策を推進
します。

Ａ

児童福
祉・子育
て支援の
充実（基
本方向）
(3-5-3)

子ども・子育て未来プランに基づ
き、「支え合う　すこやか子育て　夢
ある秋田　～みんなで育むかがやく
笑顔～」の実現に向け、安心して子
どもを生み育てることができる環境
づくりに取り組みます。

　令和２年３月に策定した「第３次
秋田市子ども・子育て未来プラン
（第２期秋田市子ども・子育て支援
事業計画）」の７つの基本目標に
基づき、各施策を推進しました。

引き続き、「第３次秋田市子ども・
子育て未来プラン（第２期秋田市
子ども・子育て支援事業計画）」に
基づき、安心して子どもを生み育
てることができる環境づくりに向け
て、各施策の推進に取り組みま
す。

Ｂ

地域保健
の充実
（基本方
向）
(3-5-4)

健康あきた市２１に基づき、市民一
人ひとりが安心して健康に過ごすこ
とができるよう、一次予防の推進や
健康づくりのための環境整備等に
取り組みます。

新型コロナウイルス感染症の感染
拡大防止のため、市民健康フォー
ラムの開催は見送ったものの、健
康づくり情報をホームページや広
報あきた（特集４ページ）に掲載し
たほか、市内の企業（約400か所）
および薬局（179か所）に送付しま
した。さらに、10月には市民ホール
でパネル展示等を行うなど、市民
の健康意識の向上を図りました。

新型コロナウイルスの感染症の感
染予防策を図り、市民健康フォー
ラムを開催し市民の健康意識の向
上を図ります。

Ｂ

「食」の自
立支援事
業
(3-5-5)

食事の調理が困難な高齢者や障が
い者に対し、居宅を訪問して食事を
提供するとともに、安否確認を行う
ことで、高齢者などの自立した生活
を支援します。
【指標】延べ利用回数（高齢者のみ）
77,961回（2017年度・平成29年度）
→101,017回（2020年度）

高齢者や障がい者に対し、栄養バ
ランスのとれた食事を配達すると
ともに、安否確認を行いました。
【実績】延べ利用回数（高齢者の
み）　80,779回

高齢者や障がい者に対し、栄養バ
ランスのとれた食事を配達すると
ともに、安否確認を行います。

Ｂ
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１　「第４次秋田市地域福祉計画の令和２年度取組状況および令和３年度取組予定」について（一覧）

取組 取組の方向 令和２年度の取組状況 令和３年度の取組予定
自己評

価

介護予
防・日常
生活支援
総合事業
の充実
(3-5-6)

高齢者の状態に適した介護予防
サービスを提供することで、要介護
状態にならないように予防するとと
もに、要介護状態の悪化防止など
を図ります。

訪問型サービスについて、有資格
のサービス（従前相当）から基準を
緩和したサービス（訪問型サービ
スＡ）への移行を進めました。
また、地域包括支援センター等が
行う介護予防ケアマネジメント力
の強化を図るため、ケアプラン作
成・評価時にリハビリ専門職を派
遣し、ケアマネジメントの検証や支
援等を行いました。

高齢者の状態に適した多様な
サービスの拡充に努めるほか、地
域包括支援センター等が行う介護
予防ケアマネジメント力の強化を
図るための支援を行います。

Ｃ

切れ目の
ない在宅
医療と介
護の提供
体制の整
備
(3-5-7)

医療ニーズと介護ニーズの両方を
併せ持つ高齢者が、住み慣れた地
域で可能な限り暮らし続けることが
できるよう、地域の医療・介護関係
者の協力を得ながら、現状と課題を
把握し、在宅医療と介護が切れ目
なく提供される体制の整備を図りま
す。
【指標】在宅医療・介護連携推進協
議会および部会の開催回数
５回（2017年度・平成29年度）→９回
（2020年度）

在宅医療と介護が切れ目なく提供
される体制づくりに向け、在宅医
療・介護連携推進協議会において
課題を整理するとともに、在宅医
療・介護関係者向けの研修会を開
催し、多職種間の相互理解や情報
共有に努めました。
【実績】在宅医療・介護連携推進
協議会および部会の開催回数　6
回

在宅医療と介護が切れ目なく提供
される体制づくりに向け、在宅医
療・介護連携推進協議会において
課題を整理するとともに、在宅医
療・介護関係者向けの研修会を開
催し、多職種間の相互理解や情報
共有に努めます。

Ｂ

生活保護
の適正実
施と自立
支援の促
進
(3-5-8)

国・県との連携強化に努め、困窮す
る市民に必要な保護の適正実施を
継続していきます。また、自立支援
プログラム等を充実させるなどし、
自立支援体制を整えていきます。

関係機関との連携により、生活保
護を適正に実施しました。
就労支援については、ハローワー
クとの連携のもと就職に向けた個
別支援のほか定着支援として職場
訪問等を実施しました。また、ひき
こもり者およびひとり親家庭につい
ては、関係機関と協力し、個々の
課題に応じたきめ細かな支援に努
めました。さらに、今年度から新た
に、健康上の課題を抱える被保護
者に対して健康管理支援を行うこ
ととなり、医療扶助レセプトデータ
の分析や支援対象者へのアセスメ
ントを実施しました。

引き続き関係機関との連携を図り
ながら、保護の適正実施を継続し
ます。
また、自立支援プログラムによる
就労支援、ひとり親支援およびひ
きこもり者へのきめ細かな支援を
継続するとともに、生活習慣病等
の健康上の課題を抱える被保護
者に対して受診勧奨等の支援を
行っていきます。

Ｂ

福祉医療
費給付事
業
(3-5-9)

国・県の医療保険制度等の動向を
見極めながら、重度心身障がい児
（者）、高齢身体障がい者、乳幼児
および小・中学生、ひとり親家庭等
の児童の医療費助成を継続して実
施します。

（障がい福祉課）
重度心身障がい児（者）、高齢身
体障がい者の医療費を助成しまし
た。
（子ども総務課）
乳幼児および小中学生、ひとり親
家庭等の児童の医療費を助成し
ました。令和２年８月からは福祉医
療制度を拡充し、未就学児の所得
制限撤廃と小学生の所得制限基
準額を引き上げして実施しました。

（障がい福祉課）
引き続き医療費を助成し、受給者
の健康保持と経済負担の軽減を
図ります。
（子ども総務課）
引き続き医療費を助成し、子育て
世帯の経済負担の軽減を図りま
す。

Ａ
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１　「第４次秋田市地域福祉計画の令和２年度取組状況および令和３年度取組予定」について（一覧）

取組 取組の方向 令和２年度の取組状況 令和３年度の取組予定
自己評

価

社会福祉
法人およ
び事業者
の指導監
査等
(3-5-10)

法人および事業所等に対する指導
監査等における結果を公表するとと
もに、利用者が安心して、かつ利用
者の立場に立った質の高いサービ
スを受けることができるよう、指導監
査等を実施します。

令和元年度実施の指導監査結果
について、ホームページで公表し
ました。
また、令和２年度は、法人、施設
等の適正かつ健全で安定した運
営の維持・向上や、利用者の処遇
の充実を図るため、社会福祉法人
監査１２法人、母子生活支援施設
３施設、保育所等１３９施設、老人
福祉施設２７施設、障がい者施設
６施設を対象に指導監査を行いま
した。

令和２年度実施の指導監査結果
について、ホームページで公表し
ました。
また、令和３年度は、法人、施設
等の適正かつ健全で安定した運
営の維持・向上や、利用者の処遇
の充実を図るため、社会福祉法人
監査２０法人、母子生活支援施設
３施設、保育所等１４３施設、老人
福祉施設１２施設、障がい者施設
３施設、救護施設１施設を対象に
指導監査を実施する予定です。

Ｂ

民生委
員・児童
委員によ
る個別援
助活動
(3-5-11)

地域住民が自立した日常生活を営
むことができるために、民生委員・
児童委員が日常的な訪問活動によ
り住民の福祉ニーズを把握するとと
もに、各種相談に応じます。
また、福祉サービスを適切に利用で
きるよう、民生委員・児童委員が地
域住民に対し必要な情報を提供す
るとともに、行政等とのパイプ役とな
ります。

民生委員・児童委員が、それぞれ
の地域で延べ16,855件の相談に
応じたほか、ひとり暮らし高齢者等
への訪問等を行いました。

引き続き、それぞれの地域で相談
に応じたほか、ひとり暮らし高齢者
等への訪問等を行います。

Ｂ

成年後見
制度利用
支援事業
(3-5-12)

成年後見が必要な障がい者や高齢
者に関する相談等について、地域
包括支援センター、相談支援事業
所等の相談関係機関が連携して対
応し、市長申立の手続等適切に対
応するほか、経済的な理由により、
選任された成年後見人等への報酬
にかかる費用を負担できない高齢
者等への助成を行います。
【指標】後見等市長申立て件数
９件（2017年度・平成29年度）→12
件（2020年度）
※高齢者分

（障がい福祉課）
成年後見制度の利用促進のた
め、パンフレットを活用し、制度の
周知を図るとともに、成年後見人
等に対する8件の報酬および申立
費用の助成を行いました。
（長寿福祉課）
地域包括支援センターや相談支
援事業所等の相談関係機関と連
携し、制度利用が必要な高齢者等
に対し制度説明や助言等を行った
ほか、市長による審判申立てや、
後見人等に対する報酬助成を行
いました。
【実績】後見等市長申立て件数15
件

(障がい福祉課）
成年後見制度利用にかかるパン
フレット等を活用しながら制度の周
知を図り、権利擁護を推進してい
きます。

（長寿福祉課）
地域包括支援センターや相談支
援事業所等の相談関係機関と連
携し、制度利用が必要な高齢者等
に対し制度説明や助言等を行うほ
か、市長による審判申立てや、後
見人等に対する報酬助成を行い
ます。

Ｂ
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１　「第４次秋田市地域福祉計画の令和２年度取組状況および令和３年度取組予定」について（一覧）

取組 取組の方向 令和２年度の取組状況 令和３年度の取組予定
自己評

価

高齢者、
障がい
者、児童
等への虐
待防止
(3-5-13)

各種相談専門機関との連携を図り、
高齢者、障がい者、児童虐待への
早期対応を行うとともに、虐待防止
のための取組を行います。

（長寿福祉課）
高齢者虐待の防止と早期発見お
よび支援のため、各種相談機関等
との連携を図るとともに、虐待の未
然防止に向け、高齢者やその家
族と接することが多い介護事業者
などに出前講座を行うなど、虐待
防止のための意識啓発を行いまし
た。

（障がい福祉課）
虐待通報に対して、関係機関と協
議しながら虐待解決への対応を行
いました。

（子ども未来センター）
子ども家庭総合支援拠点を運営
し、相談体制の充実を図るととも
に、要保護児童対策地域協議会
を活用し、関係機関との連携のも
と、児童虐待の未然防止と早期発
見・早期対応に努めました。

（長寿福祉課）
高齢者虐待の防止と早期発見お
よび支援のため、各種相談機関等
との連携を図るとともに、虐待の未
然防止に向け、高齢者やその家
族と接することが多い介護事業者
などに出前講座を行うなど、虐待
防止のための意識啓発を行いま
す。

（障がい福祉課）
引き続き、関係機関等と連携を図
り、虐待防止および虐待への早期
対応に努めます。

（子ども未来センター）
引き続き、児童虐待の未然防止と
早期発見・早期対応を図るため、
児童虐待防止啓発に努めます。ま
た、要保護児童対策地域協議会
個別ケース検討会議を適時行い、
関係機関等との連携のもと、適切
な対応に努めます。

Ａ

市民小口
資金の貸
付け
(3-5-14)

低所得世帯が、緊急的かつ一時的
に生計維持が困難となった場合、秋
田市社会福祉協議会では生活のつ
なぎ資金を貸付けます。
市は、貸付の原資を秋田市社会福
祉協議会に貸し付けます。

秋田市社会福祉協議会では、１０
９名に対して一時的な生活資金を
貸し付けました。市は、同協議会
に対して、市民小口資金の原資を
貸し付けました。

引き続き、一時的な生活資金を貸
し付けます。市は、同協議会に対
して、市民小口資金の原資を貸し
付けます。

Ｂ

生活困窮
者への相
談・支援
(3-5-15)

事例検討会や支援団体の研修等で
の制度説明を継続し、関係機関と
の連携をさらに深めるとともに、生
活困窮者自立支援制度の実施体制
を充実させることで、包括的・早期
的な支援を行います。
【指標】
新規受付件数
441件（2017年度・平成29年度）→
541件（2020年度）
プラン作成件数
127件（2017年度・平成29年度）→
134件（2020年度）
就労支援対象者数
 47人（2017年度・平成29年度）→
69人（2020年度）

生活困窮者自立相談支援事業と
して、悩みごとを抱えた市民の相
談を受け付け、解消に向けた支援
を実施しました。また、新たにアウ
トリーチ支援員を配置し、ひきこも
り者等に対する訪問支援を実施し
ました。
新規受付件数：831件
プラン作成件数：83件
就労支援対象者数：46人

生活困窮者自立相談支援事業と
して、悩みごとを抱えた市民の相
談を受け付け、住居確保給付金支
給事業や子どもの学習・生活支援
事業、家計改善支援事業、就労準
備支援事業を通じて、悩みごとの
解消に向けた支援を実施します。
また、引き続きひきこもり者等に対
するアウトリーチ支援を実施しま
す。

Ｂ

子どもの
貧困対策
の推進
(3-5-16)

子どもたちが生まれ育った環境に左
右されることなく、自分の将来に夢
と希望をもって成長できるよう、関係
機関や地域等と連携しながら子ども
の貧困対策を推進します。

　子どもの貧困対策に関連する外
部の関係機関との連携を強化し、
子どもの貧困対策を推進するため
子どもの未来応援ネットワーク会
議を２回開催しました。
　また、未就学児童が抱える困難
に気づき、適切な支援につなげる
ため「子どもの貧困早期発見
チェックリスト」を作成し、保育所等
を通じて実際に保育に携わる保育
士等に配布しました。

　外部の関係機関との連携を強化
するため、引き続きネットワーク会
議を開催し子どもの貧困対策に関
する情報共有を図ります。
　また、子どもの未来応援計画の
計画期間が令和３年度で満了とな
ることから、第２期計画を年度末ま
でに策定します。

Ｂ
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１　「第４次秋田市地域福祉計画の令和２年度取組状況および令和３年度取組予定」について（一覧）

取組 取組の方向 令和２年度の取組状況 令和３年度の取組予定
自己評

価

市民の健
康づくりの
推進
(3-5-17)

各種健康づくり事業を通じて、がん
や生活習慣病予防のための食生
活、運動などの健康教育、健康相
談を実施し、市民の自主的な健康
づくり活動を支援します。また、がん
検診等の受診率向上のため、実施
方法や周知方法等を改善し、より多
くの市民が受診しやすい体制づくり
に努めます。

R2年度は、新型コロナ感染症の影
響により、地域等で行う健康教育
の機会が減少しましたが、がんや
生活習慣病予防、介護予防のた
めの食生活や運動などについて、
感染症予防対策を講じながら普及
啓発に努めました。また、健診ガイ
ドを市内全戸に配布したほか、が
ん検診では秋田市独自の割引制
度を継続実施し、対象者に受診勧
奨通知を郵送するとともに、一定
期間未受診の者に対し、文書によ
る再勧奨を行いました。さらに、感
染症予防対策を講じながら、事前
予約・定員制による胸部・胃がん
検診をR3年2月に実施し、集団検
診の受診機会を設けました。

新型コロナ感染症予防対策を講じ
ながら、各種健康づくり事業にお
いて、がんや生活習慣病予防、介
護予防のための食生活や運動な
どについて普及啓発します。また、
健診ガイドを市内全戸に配布する
ほか、がん検診では秋田市独自
の割引制度を継続実施し、対象者
に受診勧奨通知を郵送するととも
に、一定期間未受診の者に対し、
文書による再勧奨を行うなど、受
診率の向上に努めます。さらに、
感染症予防対策として、集団検診
においては、事前予約・定員制に
実施体制を整えます。また、胃が
ん検診では、胃内視鏡検査を新た
に導入します。

Ｂ

健康づく
り・生きが
いづくり支
援事業
(3-5-18)

高齢者の生きがいと社会参加を促
進するため、秋田市社会福祉協議
会が実施する健康づくりや生きがい
づくりの事業を支援するほか、介護
予防体操、健康教室などを開催し、
高齢者の閉じこもりを防止します。
【指標】
健康づくり・生きがいづくり支援事業
の実施件数
78件（2017年度・平成29年度）→78
件（2020年度）
地域サロン事業の実施件数
37件（2017年度・平成29年度）→38
件（2020年度）
いきいきサロン事業の参加者数
1,251人（2017年度・平成29年度）→
1,232人（2020年度）

秋田市社会福祉協議会が各地区
の町内会館などで実施している
「健康づくり・生きがいづくり支援事
業」および「地域サロン事業」に対
し補助金を交付したほか、老人い
こいの家などで軽スポーツや健康
教室を実施する「いきいきサロン
事業」を開催しました。
【実績】健康づくり・生きがいづくり
支援事業の実施件数　85件
地域サロン事業の実施件数　38件
いきいきサロン事業の参加者数
636人

秋田市社会福祉協議会が各地区
の町内会館などで実施している
「健康づくり・生きがいづくり支援事
業」および「地域サロン事業」に対
し補助金を交付するほか、老人い
こいの家などで軽スポーツや健康
教室を実施する「いきいきサロン
事業」を開催します。

Ｂ

高年齢者
就業機会
確保事業
(3-5-19)

60歳以上のかたが補完的・短期的
な業務を通じて、生きがいづくりの
充実や社会参加の促進を図ること
を目的に設置された(一社)秋田市シ
ルバー人材センターの事業運営を
支援します。
【指標】会員数956人（2017年度末・
平成29年度末）→1,000人（2020年
度末）

(一社)秋田市シルバー人材セン
ターの事業等に対し、補助金を交
付し、高齢者の健康で生きがいの
ある生活の実現と、地域社会福祉
の向上を図りました。
しかしながら、コロナ禍で受注業務
が減少したこともあり、会員数も令
和２年度末で914人となったもので
す。

引き続き、高齢者の生きがいづくり
や社会参加促進を図るため、(一
社)秋田市シルバー人材センター
の事業運営を支援してまいりま
す。

Ｂ

移動手段
（公共交
通）の確
保
(3-5-20)

「第２次秋田市公共交通政策ビジョ
ン」に基づき、市民の日常生活を支
える移動手段として、市民、交通事
業者、行政の役割分担のもと、公共
交通の確保に努めます。

路線バス事業者に対し運行費補
助を継続し生活バス路線の維持を
図るとともに、秋田市マイタウン・
バス西部線、北部線、南部線、東
部線、下北手線を運行したほか、
泉外旭川駅の開業に合わせ、３月
１３日から新たに北部線の外旭川
笹岡循環コースの運行を開始しま
した。

路線バス事業者に対し運行費補
助を継続し生活バス路線の維持を
図るとともに、秋田市マイタウン・
バス西部線、北部線、南部線、東
部線、下北手線を運行するほか、
新たに地域、行政、スーパーが連
携した買物タクシーの実証運行を
行います。

Ａ
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１　「第４次秋田市地域福祉計画の令和２年度取組状況および令和３年度取組予定」について（一覧）

取組 取組の方向 令和２年度の取組状況 令和３年度の取組予定
自己評

価

高齢者コ
インバス
事業
(3-5-21)

65歳以上の高齢者を対象に市内の
バス路線を１乗車100円で利用でき
る資格証明書を交付し、高齢者の
社会参加と生きがいづくりを支援し
ます。
【指標】コインバス資格証明書の交
付率
61.28％（2017年度・平成29年度）→
64％（2020年度）

65歳以上の高齢者を対象に、コイ
ンバス資格証明書を交付し、高齢
者の社会参加と生きがいづくりの
ための外出を支援しました。
【実績】コインバス資格証明書の交
付率　64.65％

65歳以上の高齢者を対象に、コイ
ンバス資格証明書を交付し、高齢
者の社会参加と生きがいづくりの
ための外出を支援します。

Ａ

障がい者
への交通
費補助
(3-5-22)

障がい者の社会参加と生活圏の拡
大を図るため「福祉特別乗車証」の
交付をし、また、在宅重度身体障が
い者の通院時タクシー代の一部を
助成することにより、継続して通院
等の交通費軽減や積極的な社会参
加を図ります。

手帳交付時に事業の説明を行い、
周知に努めました。また、年次更
新時期には、秋田市広報で市民
への周知を行いました。

引き続き、屋外での移動が困難な
障がい者の外出に対して積極的な
支援を行うことで、障がい者が安
心した生活が送れるよう支援して
いきます。

Ｂ

移動支援
事業
(3-5-23)

屋外で移動が困難な障がい児（者）
に対して、外出のための支援を行う
ことにより、地域での自立生活およ
び社会参加を支援します。

屋外で移動が困難な障がい者が、
余暇・スポーツ活動の参加や買い
物などで外出する際、介助者によ
る支援を行うことで、地域における
自立した生活と社会参加を支援し
ました。（令和２年度利用者数：33
人、利用回数：延べ454回）

引き続き、屋外で移動が困難な障
がい者の外出に対して積極的な支
援を行うことで、障がい者が安心し
て地域において自立した生活を送
れるよう支援していきます。

Ｂ

福祉有償
運送
(3-5-24)

公共交通機関の状況等を勘案しな
がらＮＰＯ等が実施する福祉有償運
送により移動制約者の交通手段を
確保します。

令和元年度末で終了 令和元年度末で終了 ※

市営住宅
における
入居要件
の緩和
(3-5-25)

市営住宅に入居している高齢者や
障がい者等には、引き続き低層階
への住み替え入居に配慮します。ま
た、高齢者や障がい者の新規入居
にあたっては、入居要件の緩和措
置（収入基準の緩和）および優先入
居（同タイプの空き家が２戸以上あ
る場合の当選確率が２倍となる）を
継続するとともに、今後は、ひとり暮
らし高齢者や障がい者が申し込み
可能な住宅の拡充等を検討してい
きます。また、多子世帯にも、優先
入居を実施します。

低層階への住替申請を８件受け
付けました。また、入居要件緩和
措置（裁量階層世帯）による入居
は５２件あり、優先入居として延べ
１１１件の募集を行いました。

低層階への住替受付、入居要件
の緩和措置および優先入居を引
き続き行います。

Ｂ
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１　「第４次秋田市地域福祉計画の令和２年度取組状況および令和３年度取組予定」について（一覧）

取組 取組の方向 令和２年度の取組状況 令和３年度の取組予定
自己評

価

高齢者や
障がい者
の住環境
の整備
(3-5-26)

高齢者や障がい者が地域で安心し
て自立生活を送ることができるよう、
グループホームや生活支援ハウ
ス、サービス付き高齢者向け住宅な
どの住環境の整備や住宅改修の促
進に努めます。
また、サービス付き高齢者向け住宅
の登録手続を迅速かつ正確に行
い、高齢者が安心して生活できる住
まいづくりの推進に努めます。

(障がい福祉課）
令和２年度において障がい者用グ
ループホームの新規指定は１か所
ありました。令和２年度末現在で
47か所が登録されており、障がい
者が地域で安心して生活できる住
まいづくりの推進に努めました。

（長寿福祉課）
生活支援ハウスの運営により、ひ
とり暮らしなどの高齢者が安心し
て生活できるように努めました。

（介護保険課）
令和３年度に開設するグループ
ホーム２施設（４ユニット）の整備
予定事業者を公募により選定しま
した。

（住宅整備課）
４件のサービス付き高齢者向け住
宅の登録更新を行っており、当該
年度末における登録数は２９件と
なっています。

（障がい福祉課）
グループホーム利用者のニーズを
把握しながら、必要なサービス提
供量の確保に努めます。

（長寿福祉課）
生活支援ハウスの運営により、ひ
とり暮らしなどの高齢者が安心し
て生活できるように努めます。

（介護保険課）
令和４年度に開設するグループ
ホーム（４ユニット）の整備予定事
業者を公募する予定です。

（住宅整備課）
住宅の整備を検討する事業者へ
補助制度や優遇措置等に関する
情報提供を行っていくとともに、市
民に対しても、ニーズにあった住ま
いの選択ができるよう情報提供を
行っていきます。

Ａ

地域包括
支援セン
ターの運
営
(3-6-1)

市内に18か所配置している地域包
括支援センターにおいて、高齢者へ
の相談支援や介護予防ケアマネジ
メントを実施するとともに、地区内の
団体や関係機関、事業者等と連携
し、地域で暮らす高齢者等を介護、
福祉、保健、医療などさまざまな面
から総合的に支援します。

市内18か所の地域包括支援セン
ターにおいて、高齢者の相談対応
や介護予防ケアマネジメントを実
施したほか、地区内の団体や関係
機関、事業者等と連携し、介護、
福祉、保健、医療など、様々な面
から高齢者等を支援しました。

市内18か所の地域包括支援セン
ターにおいて、高齢者の相談対応
や介護予防ケアマネジメントを実
施するほか、地区内の団体や関
係機関、事業者等と連携し、介
護、福祉、保健、医療など、様々な
面から高齢者等を支援します。

Ａ

在宅医
療・介護
連携に関
する普及
啓発の推
進
(3-6-2)

在宅で療養生活を送ることになった
場合に必要となるサービスを適切に
選択できるよう、在宅医療と介護に
関する情報提供や知識の普及・啓
発を図ります。
【指標】市民講演会の開催回数
１回（2017年度・平成29年度）→３回
（2020年度）

在宅医療と介護に関する情報のう
ち、人生会議（ACP）に関する市民
向けリーフレットを作成し、配布し
ました。なお、市民向け講演会に
ついては、新型コロナウイルス感
染症の拡大防止の観点から開催
を見送りました。
【実績】市民講演会等の開催回数
０回

在宅医療と介護に関する情報のう
ち、人生会議（ACP）に関する市民
向けリーフレットの配布先を拡大
するほか、市民向け講演会を開催
します。

Ｂ

成年後見
制度の普
及啓発
(3-6-3)

成年後見制度の利用の促進に関す
る法律の趣旨を踏まえ、法人後見を
進めている秋田市社会福祉協議会
や家庭裁判所、司法団体などの関
係機関と連携し、成年後見制度の
周知を図るとともに、制度の利用促
進を図ります。

成年後見制度の利用の促進に関
する法律の趣旨を踏まえ、高齢部
門と障がい部門を併せた基本計
画の策定に着手したほか、利用促
進の中核となる機関の設置のた
め、家庭裁判所や司法団体等の
専門職団体、市社会福祉協議会
等と意見交換会を行いました。

成年後見制度の利用の促進に関
する法律の趣旨を踏まえ、高齢部
門と障がい部門を併せた基本計
画を策定します。また、利用促進
の中核となる機関を設置し、裁判
所や専門職団体等、関連する団
体との地域連携ネットワーク体制
を整備します。

Ｂ
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１　「第４次秋田市地域福祉計画の令和２年度取組状況および令和３年度取組予定」について（一覧）

取組 取組の方向 令和２年度の取組状況 令和３年度の取組予定
自己評

価

障がい者
への相談
支援事業
(3-6-4)

障がい者本人や家族などからの相
談に応じ、必要な情報の提供や、権
利擁護のための必要な援助を行
い、障がい者が自立した日常生活
や社会生活を営むことができること
を目指します。

基幹相談支援センターおよび相談
支援専門員等の専門的な職員を
配置している障がい種別ごとの３
拠点(身体障がい・障がい者生活
支援センターほくと、知的障がい・
竹生寮および精神障がい・指定相
談支援事業所クローバー)におい
て障がい児・者の相談支援を実施
しました（令和２年度相談件数：基
幹相談支援センター６４１件、ほく
と１，９１５件、竹生寮３，５９４件、
クローバー１，８０７件）。

引き続き、基幹相談支援センター
および相談支援専門員等の専門
的な職員を配置している障がい種
別ごとの３拠点(身体障がい・障が
い者生活支援センターほくと、知
的障がい・竹生寮および精神障が
い・指定相談相談支援事業所ク
ローバー）において、相談支援を
実施します。

Ａ

子育て家
庭等に関
する相談
支援の充
実
(3-6-5)

子育て家庭が、必要とする支援を選
択して利用できるよう、行政サービ
ス、子育て支援事業、保育施設等
の情報提供を行うほか、子育てをは
じめ、生き方、夫婦関係、人間関係
などの相談に対応し、子育て家庭
の支援を行います。

必要に応じて、利用者支援相談員
と子育ての相談・女性の相談の連
携を行いながら、子育て家庭が必
要とする支援の情報提供に努めま
した。

引き続き、相談先の周知に努め、
子育て家庭が必要とする支援の
情報提供を行い、相談者にとって
相談しやすい体制の確保に努め
ます。

Ａ

精神保健
対策事業
の推進
(3-6-6)

精神障がい者の早期治療ならびに
社会復帰と社会参加の促進のため
に相談・訪問支援等を行います。ま
た精神障がい者への理解を深める
とともに、市民の心の健康保持・増
進のため各種事業を行います。

秋田市障がい者の退院後支援マ
ニュアルに基づき退院後支援を実
施したほか、精神科医や臨床心理
士、保健師等による精神保健福祉
相談等を行いました。また、こころ
の健康アップ講座や、職場や地域
における心の健康教育を実施しま
した。

秋田市障がい者の退院後支援マ
ニュアルに基づき退院後支援を行
うほか、精神科医や臨床心理士、
保健師等による精神保健福祉相
談等を行うとともに、こころの健康
アップ講座開催や、職場や地域に
おける心の健康教育を実施しま
す。

Ａ

各種相談
窓口のＰ
Ｒ
(3-6-7)

支援を必要とする市民が身近なとこ
ろで気軽に相談できるよう、行政機
関や社会福祉協議会、民生委員・
児童委員、地域包括支援センター
などの相談窓口の周知を図ります。

庁内各課で作成するしおりやリー
フレット等に、相談窓口を掲載する
など、周知を図りました。

引き続き、庁内各課で作成するし
おりやリーフレット等に、相談窓口
を掲載するなど、周知を図ります。

Ｂ

高齢者生
活支援情
報提供事
業
(3-6-8)

高齢者の暮らしに役立つインフォー
マルサービス(※)に関する情報を集
約・発信し、高齢者を始めとする全
ての市民が、生活
支援に関わる様々なサービスの情
報を得やすい環境を整備します。
【指標】秋田市暮らしに役立つサー
ビス冊子作成部数
25,000部（2017年度・平成29年度）
→25,000部（2020年度）
※介護保険制度に基づく公的機関
や専門職によるサービスや支援
（フォーマルサービス）以外の支援。

高齢者やそのご家族などの暮らし
に役立つインフォーマルサービス
（介護保険等の公的サービス以外
のサービス）に関する情報を集約
した冊子を20,000部発行し、市の
窓口や各地域包括支援センター
等に設置したほか、民生児童委員
を通じて必要な方への配布を行い
ました。
【実績】秋田市暮らしに役立つサー
ビス冊子作成部数　20,000部

高齢者やそのご家族などの暮らし
に役立つインフォーマルサービス
（介護保険等の公的サービス以外
のサービス）に関する情報を集約
した冊子を20,000部発行し、市の
窓口や各地域包括支援センター
等に設置するほか、民生児童委員
を通じて必要な方への配布を行い
ます。

Ｂ
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１　「第４次秋田市地域福祉計画の令和２年度取組状況および令和３年度取組予定」について（一覧）

取組 取組の方向 令和２年度の取組状況 令和３年度の取組予定
自己評

価

自主防災
組織の育
成強化
(4-7-1)

今後も引き続き防災資機材の助成
を行うとともに、訓練や研修会の開
催等を通じて、自主防災組織の結
成促進と育成強化に努めます。

新たに３町内会が自主防災組織を
結成した。新規組織２組織、継続
して活動している１０組織に対し防
災資機材を助成した。地域の防災
訓練や防災研修会等に約２４回職
員を派遣し、１，０００人以上が参
加した。

今後も引き続き防災資機材の助
成を行うとともに、訓練や研修会
の開催等を通じて、自主防災組織
の結成促進と育成強化に努めま
す。

Ｂ

要援護者
への防
災・災害
情報の提
供
(4-7-2)

広報あきた等により、各世帯が自ら
災害に備えるための情報提供に努
めます。また、防災ネットあきたのほ
か、浸水想定区域等の要配慮者利
用施設に配布している緊急告知ラ
ジオなどにより、災害情報の迅速か
つ正確な提供に努めます。

広報あきた等により、各世帯が自
ら災害に備えるための情報提供に
努めました。また、避難勧告等の
避難情報を迅速かつ正確に提供
するよう努めました。

広報あきた等により、各世帯が自
ら災害に備えるための情報提供に
努めます。また、防災ネットあきた
のほか、浸水想定区域等の要配
慮者利用施設に配布している緊急
告知ラジオなどにより、災害情報
の迅速かつ正確な提供に努めま
す。

Ｂ

地域にお
ける除排
雪体制の
構築
(4-7-3)

高齢者や障がい者等が安心して冬
期間を過ごすことができるよう、今
後も市民協働の除排雪活動の必要
性をＰＲし、地域の助け合い・支え
合いによる除排雪体制を構築する
とともに、機械貸出制度を継続拡大
していきます。また、小型除雪機の
シーズン貸出しや、燃料支給、小規
模堆雪場の確保などの取組により
地域住民による除排雪時の支援に
努めます。
また、コミュニティセンターへ小型除
雪機を配備し町内会等への貸出に
より、地域住民による除排雪を支援
します。

（生活総務課）
・各地区コミュニティセンター等へ
配備した小型除雪機を町内会等
の除雪作業に貸し出しを行いまし
た。
・各地区コミュニティセンター等へ
配備した小型除雪機の運搬およ
び排雪に使用する軽トラックを借
上げ、本庁舎へ配置しました。

（道路維持課）
・市民協働の必要性について、広
報あきた、市ホームページ、秋田
市広報板などへの掲載と、道路除
排雪の基本計画書を町内会長へ
送付し、周知に努めました。
・小型除雪機のシーズン貸出につ
いて、希望する町内会等へ貸出し
ました。また、個人所有の小型除
雪機への燃料支給や、小規模堆
雪場の確保などの取組により、地
域住民による除排雪の支援に努
めました。

（生活総務課）
・各地区コミュニティセンター等へ
配備した小型除雪機を町内会等
の除雪作業に貸し出しを行いま
す。
・各地区コミュニティセンター等へ
配備した小型除雪機の運搬およ
び排雪に使用する軽トラックを借
上げ、本庁舎へ配置します。

（道路維持課）
・市民協働の必要性について、広
報あきた、市ホームページ、秋田
市広報板などへの掲載と、道路除
排雪の基本計画書を町内会長へ
送付し、周知に努めます。
・小型除雪機のシーズン貸出し
や、燃料支給、小規模堆雪場の確
保などの取組により地域住民によ
る除排雪時の支援に努めます。

Ｂ
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１　「第４次秋田市地域福祉計画の令和２年度取組状況および令和３年度取組予定」について（一覧）

取組 取組の方向 令和２年度の取組状況 令和３年度の取組予定
自己評

価

高齢者や
障がい者
宅の除排
雪支援
(4-7-4)

身体的、経済的な理由から自ら除
雪することが難しい、高齢者世帯や
障がい者世帯が安心して冬期間を
過ごせるように、機械除雪後の雪塊
の除去や、宅地内の除排雪などの
支援を行います。

（障がい福祉課）
障がい者世帯の除排雪を支援す
るため、障がい者雪下ろし支援事
業について広報および秋田市HP
で情報提供し、市民への周知を行
いました。
※令和２年度は実績なし

（長寿福祉課）
高齢者雪寄せ支援事業として、ひ
とり暮らしなどで支援が必要な高
齢者に対し、玄関から道路に出る
までの雪寄せ作業を行いました。
また、自力での自宅屋根の雪下ろ
しが困難な高齢者等の世帯に対
し、雪下ろしや排雪に要する費用
の一部を助成しました。

（道路維持課）
・市が除雪を行う道路に面した高
齢者世帯および障がい者世帯の
間口登録された世帯の機械除雪
後の間口へ置かれた雪塊の除去
を実施しました。

（障がい福祉課）
引き続き、事業を周知し、障がい
者世帯の除排雪支援を図っていき
ます。

（長寿福祉課）
高齢者雪寄せ支援事業として、ひ
とり暮らしなどで支援が必要な高
齢者に対し、玄関から道路に出る
までの雪寄せ作業を行います。
また、高齢者雪下ろし支援事業と
して 市豪雪対策本部設置時等に
自力で雪下ろしが困難な高齢者等
の世帯に対し、雪下ろし等に要す
る費用の一部を助成し、積雪によ
る家屋の倒壊等の事故を防ぎま
す。

（道路維持課）
・市が除雪を行う道路に面した高
齢者世帯および障がい者世帯の
間口登録された世帯の機械除雪
後の間口へ置かれた雪塊の除去
を実施します。

Ｂ

消費者啓
発
(4-7-5)

判断能力の低下や情報を得る機会
が少ないことにより被害に遭いやす
い高齢者の消費者トラブルを防ぐた
め、町内会、老人クラブ、民生委員・
児童委員、地域包括支援センター
などを対象に「消費生活出前講座」
を継続実施します。また、広報あき
た、ホームページ、ＳＮＳ※、デジタ
ルサイネージ、秋田市広報板を活
用し、消費者トラブル最新情報の発
信に努めます。
【指標】消費生活出前講座開催数
36回（平成29年度）→50回（令和2年
度）
※ＳＮＳ…ｿｰｼｬﾙﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ
(Social Networking Service)の略
で、登録された利用者同士が交流
できるWebサイトの会員制ｻｰﾋﾞｽの
こと

・新型コロナウイルス感染症感染
拡大防止の観点から、開催主催
者の協力の下、感染予防措置を
講じた上で、町内会、老人クラブ等
に出向いて実施した。
　実施回数　20回
　受講者数　延べ667人

・広報あきた、秋田市広報板、ツ
イッター、フェイスブック等で啓発、
注意喚起を行うとともに、テレビお
よびラジオの市政番組を制作して
広報活動を実施した。

・消費生活出前講座の減少を補完
するものとして、新たに各市民
サービスセンターで消費生活パネ
ル展を実施した。

・町内会、老人クラブ等に対し「消
費生活出前講座」の案内および新
型コロナウイルス感染症予防措置
を示した上で実施する。なお、感染
状況に応じて、随時、対応方法を
検討する。

・消費者トラブル最新情報の発信
として、消費生活パネル展のほ
か、広報あきた、秋田市広報板、
ツイッター、フェイスブック等で啓
発、注意喚起を行うとともに、テレ
ビおよびラジオの市政番組を制作
して広報活動を実施する。

Ｂ

交通安全
対策
(4-7-6)

子どもと高齢者の交通事故防止に
重点を置き、幼児交通安全教室や
高齢者交通安全教室を効果的に実
施し、交通安全意識の高揚を図りま
す。また、交通安全活動団体に対す
る積極的な支援を行い、各団体と連
携を図りながら、交通安全活動を効
果的に展開します。

幼児および高齢者を対象とした交
通安全教室、在宅親子への交通
安全指導、小学生を対象とした児
童センター等での交通安全指導を
実施しました。
また、交通安全活動団体に対する
積極的な支援を行い、各団体と連
携を図りながら、交通安全運動を
推進しました。

幼児および高齢者を対象とした交
通安全教室、在宅親子への交通
安全指導、小学生を対象とした児
童センター等での交通安全指導を
実施します。
また、交通安全活動団体に対する
積極的な支援を行い、各団体と連
携を図りながら、交通安全運動を
推進します。

Ａ

火災予防
の推進
(4-7-7)

春・秋の火災予防運動や各種イベ
ントおよび消防訓練指導等あらゆる
機会を利用して火災予防啓発を行
うとともに、住宅用火災警報器の設
置促進と維持管理について周知し、
住宅火災の防止に努めます。

老人クラブ連合会等を対象とした
「火災予防出前講座」を新規に開
催し、住宅火災における高齢者被
害についての広報を行い、被害低
減を図りました。

火災予防運動や各種媒体を活用
した広報を実施し、住宅用火災警
報器の設置と維持管理および機
器の交換についての周知に重点
を置いた普及啓発を行います。
　また、昨年度から実施している老
人クラブ連合会等を対象とした「火
災予防出前講座」を継続し、住宅
火災における高齢者の被害抑止、
低減を目指します。

Ｂ
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１　「第４次秋田市地域福祉計画の令和２年度取組状況および令和３年度取組予定」について（一覧）

取組 取組の方向 令和２年度の取組状況 令和３年度の取組予定
自己評

価

応急手当
の普及、
救急救命
体制の整
備
(4-7-8)

ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の使
用方法を含めた救命講習会の充実
に努め、市民と一体となった救急救
命活動を実践するとともに、認定救
急救命士を養成するなど、より高度
な救命処置を可能にし、救急救命
体制を強化します。また、ひとり暮ら
し高齢者や高齢者夫婦世帯の緊急
時の対応等について啓発に努めま
す。さらに、秋田市社会福祉協議会
が中心になって取り組む救急医療
情報キット（安心キット）事業と連携
し、高齢者等の救急医療に生かしま
す。

ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の使
用方法を含めた救命講習会は規
模を縮小し、ソーシャルディスタン
スに配慮しながら実施しました。市
民と一体となった救急救命活動を
実践することで高度な救命処置を
可能にし、救急救命体制を強化し
ました。また、市民による救命率の
向上を狙いとして、各種イベントへ
のAED貸出し事業を行いました。
　ひとり暮らし高齢者や高齢者夫
婦世帯の緊急時の対応等につい
て啓発に努めました。さらに、秋田
市社会福祉協議会が中心になっ
て取り組む救急医療情報キット
（安心キット）事業と連携し、高齢
者等の救急医療に生かしました。

ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の使
用方法を含めた救命講習会は規
模を縮小するなど社会状況を見据
えながら実施します。市民と一体と
なった救急救命活動を実践し、認
定救急救命士を養成するなど、よ
り高度な救命処置を可能にし、救
急救命体制を強化します。また、
市民による救命率の向上を狙いと
して、各種イベントへのAED貸出し
事業を行います。
　ひとり暮らし高齢者や高齢者夫
婦世帯の緊急時の対応等につい
て啓発に努めます。さらに、秋田
市社会福祉協議会が中心になっ
て取り組む救急医療情報キット
（安心キット）事業と連携し、高齢
者等の救急医療に生かします。

Ａ

緊急通報
システム
事業
(4-7-9)

ひとり暮らし高齢者や障がい者など
に緊急通報装置を貸与し、急病や
災害などの緊急時における迅速か
つ適切な対応を図り、日常生活上
の安全を確保します。
【指標】緊急通報システムの設置台
数
567台（2017年度・平成29年度）→
555台（2020年度）

ひとり暮らしの高齢者や障がい者
などに緊急通報システムを貸与
し、緊急事態発生時に対応すると
ともに、週１回、「お元気コール」に
よる安否確認を行いました。
【実績】緊急通報システムの設置
台数　488台

ひとり暮らしの高齢者や障がい者
などに緊急通報システムを貸与
し、緊急事態発生時に対応すると
ともに、週１回、「お元気コール」に
よる安否確認を行います。

Ｂ

要保護高
齢者等
シェル
ター事業
(4-7-10)

養護者による虐待などにより保護が
必要と判断された、要支援・要介護
認定者以外の高齢者などを、特別
養護老人ホームなどで一時的に保
護します。

虐待等により緊急に一時的な保護
が必要となる場合に備え、居所を
確保していましたが、被虐待者の
一時的な保護はありませんでした

虐待等により緊急に一時的な保護
が必要となる場合に備え、居所を
確保するとともに、必要に応じて、
被虐待者の一時保護を行います。

Ａ

自殺対策
事業
(4-7-11)

（仮称）秋田市民の心といのちを守
る自殺対策計画に基づき、自殺者
数の減少を図るため、自殺対策に
関する意識啓発や相談体制の充実
を図るとともに、市民協働による地
域での心の健康づくり活動を推進し
ます。
また、秋田市自殺対策庁内連絡会
議を中心に全庁的な取組を進める
とともに、医療機関や民間団体等に
よる秋田市自殺対策ネットワーク会
議を通して、各機関との連携を図り
総合的な自殺対策を展開します。

　秋田市自殺対策強化月間にあ
わせた広報等でのＰＲ、自殺対策
パンフレット・若者向けパンフレッ
ト・勤務・経営対策パンフレット配
布等を行うとともに、各種研修会
等を通じて、地域における早期対
応の人材育成、心の健康づくりを
推進しました。
　また、「秋田市自殺対策ネット
ワーク会議」や「秋田市自殺対策
庁内連絡会議」等をとおして、庁
内・庁外の関係機関との密接な連
携と協力のもと、総合的な自殺対
策を実施しました。

　秋田市自殺対策強化月間にあ
わせた広報等でのＰＲやパンフ
レット等の配布等を行うとともに、
各種研修会等を通じて、地域にお
ける早期対応の人材育成、心の
健康づくりを推進します。
　また、令和２年度開催の「秋田市
自殺対策ネットワーク会議重点施
策検討部会（若者対策）」の協議
結果を反映した事業を実施するほ
か、令和３年度は生活困窮者対策
について検討します。

Ａ
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１　「第４次秋田市地域福祉計画の令和２年度取組状況および令和３年度取組予定」について（一覧）

取組 取組の方向 令和２年度の取組状況 令和３年度の取組予定
自己評

価

住宅環境
の整備
(4-7-12)

住宅の耐震診断・改修に関するパ
ンフレットの配布等を実施し、市民
の防災意識の向上を図る活動を行
います。また、市内の空き家のうち、
特に危険度の高い空き家につい
て、倒壊や資材の飛散等による事
故を未然に防止するため、所有者
の調査、助言および指導、危険回
避のための緊急安全措置の実施お
よび除却費への補助金の交付を行
います。

（住宅整備課）
本市地震防災マップにおいて、想
定全壊率における危険度が高い７
地区の木造戸建住宅（972戸）を対
象に、耐震化を促すパンフレット等
の戸別配布を行いました。 また、
建築士等と建築を学ぶ学生が地
域の住宅を訪問し、実際に簡易な
耐震診断などを実施して、地域の
防災意識の向上を図る活動を行
いました。
（防災安全対策課）
また、市民から相談のあった危険
度が高い空き家については、所有
者調査を実施し、助言および指導
を文書で１５件、口頭で２１件行い
ました。その結果、除却にいたった
ものは９件あり、うち４件について
は補助金の交付を行った。なお、
緊急安全措置については１件実施
しました。

（住宅整備課）
本市地震防災マップにおいて、想
定全壊率における危険度が高い
地区の木造戸建住宅を対象に、
耐震化を促すパンフレット等の戸
別配布を行います。また、建築士
等と建築を学ぶ高校生が地域の
住宅を訪問し、実際に簡易な耐震
診断などを実施して、地域の防災
意識の向上を図る活動を行いま
す。
（防災安全対策課）
今後も引き続き、空き家の適正な
管理が行われるよう、助言や指導
を行っていくとともに、緊急安全措
置の実施や、除却への補助金の
交付を行っていきます。

Ｂ

安全な歩
行者空間
の確保
(4-7-13)

高齢者、障がい者を含むすべての
人にやさしい歩行空間を確保するた
め、歩道の整備にあたってはバリア
フリー化※を実施し、新設する歩道
については、３ｍ以上の幅員を確保
するよう努めます。
また、消融雪設備の整備などによ
り、冬期の安全で快適な歩行者空
間の確保に努めます。

（道路建設課）
鉄砲町菅野線の既設道路におけ
るバリアフリー化を実施しました。
（道路維持課）
・市道新都市14号線ほか３路線の
歩道消融雪設備の改良工事を実
施しました。
・既存の歩道消融雪設備の適切な
維持管理と除排雪により、冬期間
の安全で快適な歩行者空間の確
保に努めました。

（道路建設課）
御野場団地２号線の既設道路に
おけるバリアフリー化を予定してい
ます。
（道路維持課）
・市道千秋明徳町１号線ほか１路
線の歩道消融雪設備の改良工事
を実施します。
・既存の歩道消融雪設備の適切な
維持管理と除排雪により、冬期間
の安全で快適な歩行者空間の確
保に努めます。

Ａ

既存公共
施設等の
バリアフ
リー化の
促進
(4-7-14)

段差の解消、スロープや休憩施設
等の整備により、子どもから高齢者
まで安全で快適に施設を利用する
ことができるよう、医療施設、集会
施設、福祉施設、運動施設、文化施
設、公園などのバリアフリー化※を
促進します。
【指標】｢秋田市バリアフリー基本構
想｣に位置づけた特定事業等の整
備進捗率
94.1％（2017年度・平成29年度）→
100％（2020年度）

「秋田市バリアフリー基本構想」に
位置付けた特定事業等の取組結
果を秋田市バリアフリー協議会に
おいて評価しました。また、同構想
内の心のバリアフリーの取組みと
して、市内の小学校８校でバリアフ
リー教室を開催しました。
【指標】｢秋田市バリアフリー基本
構想｣に位置づけた特定事業等の
整備進捗率
100％（2020年度・令和２年度）

令和２年度末で「秋田市バリアフ
リー基本構想」の構想期間が満了
しましたが、引続き、公共施設等
のバリアフリー化を促進するため、
「高齢者、障害者等の移動等の円
滑化の促進に関する法律」に基づ
き、「秋田市バリアフリーマスター
プラン」の策定に着手します。ま
た、継続して市内の小学校を対象
にしたバリアフリー教室を開催す
る予定です。

Ａ

都市公園
のバリア
フリー化
(4-7-15)

都市公園のバリアフリー化※を図
り、高齢者、障がい者や子どもな
ど、誰もが安全で安心して利用でき
る公園へと再整備します。

川尻総社後街区公園、広面小沼
街区公園、朝日第二街区公園お
よび楢山石塚谷地街区公園の４
公園について、園路等のバリアフ
リー化を実施しました。

桜第二街区公園、御所野堤台近
隣公園および城南苑街区公園の３
公園について、園路等のバリアフ
リー化を実施します。

Ａ
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 ２　主な取組指標に関する実績（一覧）

№ 取組 指標 策定時実績 目標値

1
男女共生社会の推進
(1-1-3)

男は外で働き、女は家庭を守るべきで
あるという考え方

反対派47.8％
(平成28年度)

5年毎の調査
のため対象外
次回は令和3
年度に調査予
定

※
反対派56.0％
(令和2年度)

2 エイジフレンドリーシティの推進(1-1-4)
カレッジにおけるエイジフレンドリーシ
ティの認知度

70％
(平成29年度)

65.8%
↑

100％
(令和5年度)

3 エイジフレンドリーシティの推進(1-1-5) 登録事業所数
90事業所

(平成29年度)
112事業所

↑
180事業所
(令和2年度)

4
市民活動の促進
(1-2-4)

市民活動団体による市民交流サロン
内での活動件数

637件
(平成29年度)

511件
↓

693件
(令和元年度)

5 認知症サポーターの養成(1-2-6) 認知症サポーター養成講座受講者数
2,756人

(平成29年度)
1,100人

↓
3,800人

(令和2年度)

6
高齢者生活支援体制整備事業の推進
(1-2-7)

サービスの担い手養成研修への参加
者

新規取組のため実
績値なし

33人
↑

60人
(令和2年度)

7 介護支援ボランティアの推進(1-2-8)
年間延べ活動者数 3,247人

(平成29年度)
1,390人

↓
4,500人

(令和2年度)

8
傾聴ボランティア養成事業の推進(1-2-
9)

ボランティア活動者数
12人

(平成29年度)
0人

↓
20人

(令和2年度)

9
生涯学習(社会参加活動)の推進(1-2-
10)

高齢者教育事業参加者数
8,081人

(平成29年度)
4,116人

↓
9,100人

(令和2年度)

10 老人クラブ活動の活性化(1-2-11) 新規クラブ数
１団体、100人
(平成29年度)

0団体、0人
↓

２団体、60人
(令和2年度)

11
市民サービスセンターにおける世代間
交流事業の推進(2-3-1)

世代間交流事業参加者数
1,154人

(平成29年度)
651人

↓
1,500人

(令和2年度)

12
住民の支え合いによるサービスの実施
(2-3-3)

訪問型サービスにおける住民主体
サービスの実施割合

新規取組のため実
績なし

　実績なし →
7％

(令和2年度)

13 地域コミュニティ活動への支援(2-3-4) 地域づくり交付金交付件数
55件

(平成29年度)
32件

→
65件

(令和2年度)

14
見守りネットワーク協議会の開催(2-4-
2)

協議会の毎年開催 未開催 未開催 →
協議会の
毎年開催

15
認知症高齢者などの見守り体制の構築
(2-4-4)

見守り協定締結件数
11件

(平成29年度)
15件

→
20件

(令和2年度)

16
認知症高齢者の地域生活への支援(2-
4-5)

認知症地域支援推進員の配置数
9人

(平成29年度)
11人

(市職員2人含)
↑

12人
(令和2年度)

17
認知症高齢者の地域生活への支援(2-
4-5)

認知症初期集中支援チームの支援終
了後(モニタリング時)に何らかのサー
ビスにつながっている割合

新規取組のため実
績なし

100%
↑

100％
(令和2年度)

18
地域包括ケア会議の充実
(2-4-10)

地域ケア会議の開催回数(個別ケー
ス・定期開催の計)

108回
(平成29年度)

108回
→

144回
(令和2年度)

19
「食」の自立支援事業
(3-5-5)

延べ利用回数(高齢者のみ)
77,961回

(平成29年度)
80,779回

→
101,017回

(令和2年度)

20
切れ目のない在宅医療と介護の提供体
制の整備(3-5-7)

在宅医療・介護連携推進協議会およ
び部会の開催回数

5回
(平成29年度)

6回
↑

9回
(令和2年度)

21 成年後見制度利用支援事業(3-5-12) 後見等市長申立て件数
9件

(平成29年度)
15件

↑
12件

(令和2年度)

22 生活困窮者への相談・支援(3-5-15) 新規受付件数
441件

(平成29年度)
821件

↑
541件

(令和2年度)

23 生活困窮者への相談・支援(3-5-15) プラン作成件数
127件

(平成29年度)
82件

↓
134件

(令和2年度)

令和２年度
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24 生活困窮者への相談・支援(3-5-15) 就労支援対象者数
 47人

(平成29年度)
46件

→
69人

(令和2年度)

25
健康づくり・生きがいづくり支援事業(3-
5-18)

健康づくり・生きがいづくり支援事業の
実施件数

78件
(平成29年度)

85件
→

78件
(令和2年度)

26
健康づくり・生きがいづくり支援事業(3-
5-18)

地域サロン事業の実施件数
37件

(平成29年度)
37件

→
38件

(令和2年度)

27
健康づくり・生きがいづくり支援事業(3-
5-18)

いきいきサロン事業の参加者数
1,251人

(平成29年度)
636人

↓
1,232人

(令和2年度)

28 高年齢者就業機会確保事業(3-5-19) 会員数
956人

(平成29年度)
914人

↓
1,000人

(令和2年度)

29
高齢者コインバス事業
(3-5-21)

コインバス資格証明書の交付率
61.28％

(平成29年度)
64.65%

→
64％

(令和2年度)

30
在宅医療・介護連携に関する普及啓発
の推進(3-6-2)

市民講演会の開催回数
1回

(平成29年度)
0回

↓
3回

(令和2年度)

31 高齢者生活支援情報提供事業(3-6-8)
秋田市暮らしに役立つサービス冊子作
成部数

25,000部
(平成29年度)

20,000部
→

25,000部
(令和2年度)

32 消費者啓発(4-7-5) 消費生活出前講座開催数
36回

(平成29年度)
20回

↓
50回

(令和2年度)

33
緊急通報システム事業
(4-7-9)

緊急通報システムの設置台数
567台

(平成29年度)
488台

→
555台

(令和2年度)

34
既存公共施設等のバリアフリー化の促
進
(4-7-14)

｢秋田市バリアフリー基本構想｣に位置
づけた特定事業等の整備進捗率

94.1％
(平成29年度)

100%
→

100％
(令和2年度)
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